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件数 比率

748 54.6%

114 8.3%

129 9.4%

100 7.3%

107 7.8%

101 7.4%

里 26 1.9%

上甑 34 2.5%

下甑 32 2.3%

鹿島 9 0.7%

70 5.1%

1,369 100.0%

６．甑島地域

無回答

計

住所不明0名

選択肢

１．川内地域

２．樋脇地域

３．入来地域

４．東郷地域

５．祁答院地域

３ 市民意向等 

１．市民アンケート調査 

（１）調査概要 
項目 内    容 

調査方法 郵送による配布、郵送または WEB 回答による回収 

調査対象 薩摩川内市内に在住する 18 歳以上の市民 3,000 人 

対象者の 
抽出方法 

(1)住所区分から人口比率に応じて無作為抽出 
(2)同一世帯から複数の対象者を抽出しない 

住所区分：川内、東郷、樋脇、入来、祁答院、甑島（上甑・下甑・鹿島・里） 

調査実施期間 平成 29 年 11 月 17 日（金）～12 月 15 日（金） 

回答数(回答率) 回答数：1,369(回答率：45.6％) 

調査内容 

(1)回答者の属性について 
(2)お住まいの地域の環境について(居住意向 等) 
(3)身近な施設の利用状況について(各種施設の利用状況、交通手段 等) 
(4)コンパクトなまちづくりに向けて（今後のまちづくりの方向性、必要な施設 等） 

 
回答者の属性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪性別≫

有効回答数=1369 

≪居住地≫ 

≪年齢≫

男

44.3%
女

54.8%

無回答

0.9%

29歳以下

4.9% 30歳代

9.6%

40歳代

9.9%

50歳代

16.1%
60歳代

24.6%

70歳以上

34.4%

無回答

0.6%

川内地域

54.6%

樋脇地域

8.3%

入来地域

9.4%

東郷地域

7.3%

祁答院地域

7.8%

甑島地域

7.4%

無回答

5.1%



資料編 
 

資料編―53 
 

（２）今後の居住意向 
 

●約６８％の市民が現在の居住地に住み続ける意向である 

●移転の意向がある市民の移転先として最も多いのは川内地域（約３５％）、次いで市外（約２７％）である 

●住まいを選ぶ際に重視することは、日常利用するお店や福祉施設へのアクセス利便性が多い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

今後の住み替え

予定（単回答） 

今の場所に住み

続けるつもりだ

68.4%

機会があれば住まい

を移すつもりだ、また

は移す予定がある

13.3%

わからない

14.2%

無回答

4.1%

17.8%

18.3%

35.5%

25.9%

6.1%

14.0%

11.2%

4.8%

16.9%

21.8%

5.8%

4.9%

0% 20% 40% 60%

職場からの距離

土地、建物の価格や家賃

日常利用するお店などへのアクセス利便性

病院、福祉施設などへのアクセス利便性

幼稚園、保育所、学校などへのアクセス利便性

バス、鉄道などの交通の利便性

防犯、防災上の安全性

都市基盤（道路や公園など）がきれいに整備されている

近所づきあいの良さ

周辺の豊かな自然環境

その他

無回答

「機会があれば住まいを移すつもりだ、または移

す予定のある」回答者の予定移転先（単回答） 

川内駅の徒歩圏内

9.4%
川内駅以外の駅の

徒歩圏内

5.0%

川内（駅徒歩圏内以外）

21.0%

樋脇

2.2%

入来

1.1%東郷

3.3%

祁答院

1.7%

甑島

2.2%

市外

26.5%

未定

24.9%

無回答

2.8%

有効回答数＝181

住まいを選ぶ際に重視すること（複数回答） 

有効回答数＝1,369 
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26.0%

29.5%

18.3%

29.4%

34.8%

28.0%

36.4%

41.1%

37.7%

43.4%

29.8%

34.4%

13.0%

14.7%

17.9%

14.8%

11.8%

11.5%

7.9%

8.1%

10.1%

7.7%

6.4%

16.7%

6.7%

16.0%

19.3%

19.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

店舗（食料品・飲料等）

店舗（生活用品）

店舗（買回り品）

医療施設

保育園・幼稚園等

高齢者福祉施設（通所型）

満足 やや満足 やや不満 不満 無回答

（３）身近な施設の利用状況 
 
●身近な施設の移動手段は、全ての施設について自動車・バイクが６割以上である 

●アクセス利便性は、買い回り品店舗以外の施設は満足とする人が６割以上である 

 

 

  

  

身近な施設利用状況（単回答） 

5.6%

8.8%

8.3% 5.1%

83.7%

83.9%

83.9%

85.0%

76.3%

63.5%

5.6%

11.5%

6.0%

5.6%

8.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

店舗（食料品・飲料等）

店舗（生活用品）

店舗（買回り品）

医療施設

保育園・幼稚園等

高齢者福祉施設（通所型）

徒歩 自転車 自動車・バイク バス 電車 その他 無回答

◆移動手段 

◆アクセスの利便性 
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（４）コンパクトなまちづくりに向けて 

①人口減少・少子高齢化による課題と今後のまちづくり 
●人口減少・高齢化が進むことにより、特に買い物の利便性低下が懸念されている 

●年齢別にみると、若い世代では税負担の増加や公共施設の統廃合への懸念が多く、高齢になるにつれ

空き家空き地や耕作放棄地の増加などに対する懸念が多い 

●人口減少・高齢化の中でコンパクトな都市づくりを進めるべきとの回答が約 62％である 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

買い物をする場所がなくなる（売上減少によ

り、スーパーや商業施設が閉店する）

20.1%

かかりつけの病院がなくなる

6.7%

公共交通が不便になる（鉄道、バス等

の運行本数や路線数が少なくなる）

10.5%
小・中学校や図書館等の

公共施設が統廃合され、

近くの施設がなくなる

5.4%

道路や上下水道の維持補修のための

一人当たり税負担が大きくなる

12.3%

空き家や空き地が増加し、防犯

上の問題発生や景観の悪化に

つながる

15.2%

地元の交流（地域コミュニティ）の

衰退が進み、地域活動やお祭り

などがなくなる

4.4%

働き手不足による耕作放

棄地の増加が進む

11.9%

その他

1.4%

特になし

5.7%

無回答

6.4%

有効回答数＝1,334

コンパクトな

都市づくりを

進める

61.7%

現在の都市規模を

維持する

14.6%

郊外への開発を進め

都市規模を拡大する

7.8%

その他

5.2%

無回答

10.6%

有効回答数＝1,367

33.3%

28.7%

25.0%

17.4%

17.9%

17.0%

1.5%

3.9%

5.3%

6.9%

6.4%

8.4%

4.5%

10.1%

11.4%

12.8%

11.9%

9.1%

13.6%

12.4%

11.4%

6.0%

3.0%

2.0%

21.2%

20.9%

18.9%

18.8%

10.9%

4.6%

10.6%

11.6%

12.1%

15.1%

17.3%

16.6%

4.5%

5.4%

3.0%

2.8%

4.0%

5.8%

4.5%

2.3%

6.1%

10.1%

12.5%

17.9%

1.6%

1.5%

2.3%0.9%

1.5%

6.1%

3.0%

5.0%

7.0%

7.1%

2.3%

2.3%

2.8%

8.2%

10.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

29歳以下 【66人】

30歳代 【129人】

40歳代 【132人】

50歳代 【218人】

60歳代 【329人】

70歳以上 【452人】

買い物をする場所がなくなる（売上減少により、スーパーや商業施設が閉店する）
かかりつけの病院がなくなる
公共交通が不便になる（鉄道、バス等の運行本数や路線数が少なくなる）
小・中学校や図書館等の公共施設が統廃合され、近くの施設がなくなる
道路や上下水道の維持補修のための一人当たり税負担が大きくなる
空き家や空き地が増加し、防犯上の問題発生や景観の悪化につながる
地元の交流（地域コミュニティ）の衰退が進み、地域活動やお祭りなどがなくなる
働き手不足による耕作放棄地の増加が進む
その他
特になし
無回答

人口減少や少子高齢化が進行することにより、予想される日常生活

への影響の内、自身の生活に最も影響するもの（単回答） 

問題を未然に防ぎ、薩摩川内市が

持続的な発展を遂げていくために

は、 今後どのような都市づくりを

行っていくべきか（単回答） 

年
齢
別 
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②拠点や自宅徒歩圏に必要な施設 
●拠点・自宅徒歩圏内ともに食料品生活用品の店舗、郵便局や銀行、交通手段が必要とされている 

●医療施設については、拠点に大規模病院、自宅周辺に診療所が必要とされている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③車の運転が不可能となった場合の居住地及び移転に対する助成施策 
●徒歩圏内にほとんどの施設がそろう、または公共交通で補完される地域への居住意向が高い 

●住み替えの際の購入・リフォーム費用への助成、相談窓口を求める人が多い 

 

  

73.1%

53.7%

12.1%

27.5%

44.0%

22.3%

5.1%

6.6%

25.9%

61.1%

5.6%

52.3%

12.3%

1.8%

3.5%

7.3%

84.1%

64.9%

10.7%

30.8%

34.4%

38.9%

4.9%

8.2%

27.5%

61.3%

2.6%

54.0%

8.4%

0.9%

1.6%

7.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

食料品・飲料等の店舗

生活用品（洗剤・衛生用品等）の店舗

買い回り品（家電・家具等）の店舗

コンビニエンスストア

大規模病院

診療所

保育園・幼稚園等

公民館（集会所）等

高齢者福祉施設

郵便局や銀行

図書館

日常の交通手段（路線バスやコミュニティバスなど）

身近に利用できる公園や広場

その他

特になし

無回答

ほとんどの施設が徒歩圏

内にそろう地域に住みたい

37.1%

日常生活に必要な施設は徒歩圏内

にあり、たまに行く施設へは公共交通

を使用して行ける地域に住みたい

40.1%

日常生活に必要な施設が徒歩圏内

になくても、公共交通を使用して必

要な施設へ行ける地域に住みたい

10.4%

日常生活に必要な施設や公共交通が

なくても、自然豊かな地域に住みたい

3.8%

わからない

3.7%

その他

1.1%
無回答

3.8%

拠点徒歩圏内ま

たは郊外に居住

していた場合に

自宅徒歩圏内

に、特に必要と

思う施設（複数

回答） 

37.7%

20.4%

15.6%

38.3%

28.8%

19.9%

2.4%

8.0%

0% 20% 40% 60%

住み替えに対する総合的な相談窓口

住み替えに対する情報提供

空き家・空き地の活用に対する情報提供

戸建て住宅購入・リフォームに対する費用の助成

賃貸住宅の入居等に対する費用の助成

土地の売買に伴う税制等の優遇措置

その他

無回答

今より公共交通や公

共施設の利用が便利

な地域へ住み替える

と想定した場合、欲

しい制度や支援（複

数回答） 

車が運転できない

と想定した場合

に、住みたい地域

（単回答） 

有効回答数＝1,365 
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２．高校生アンケート調査 

（１）調査概要 
項目 内    容 

調査方法 各学校における直接配布・回収 

調査対象 
薩摩川内市内の高校の生徒 
※川薩清修館高校、川内高校、川内商工高校、れいめい高校（五十音順） 

調査期間 平成 29 年 12 月 

回答数(回答率) 回答数：327 

調査内容 
(1)回答者の属性について 
(2)卒業後の進路や将来住みたい地域について(居住意向 等) 
(3)コンパクトなまちづくりに向けて（今後のまちづくりの方向性、必要な施設 等） 

 
 

回答者の属性 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男

60.6%

女

38.8%

無回答

0.6%

川内地域

54.4%

樋脇地域

7.6%

入来地域

1.2%

東郷地域

2.1%

祁答院地域

3.1%

甑島地域

0.0%

薩摩川内市外

25.7%

無回答

5.8%

有効回答数=327 

≪性別≫ ≪居住地≫ 
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（２）将来住みたい地域 
 

●進学・就職後も地元に住み続けたい人が最も多く約 32％である 

●進学・就職が地元以外でも、将来的に地元に戻りたい人は約 37％である 

●将来本市に住む場合、川内地域への居住意向が高く約 83％で、そのうち約 43％の居住意向が川内駅の徒

歩圏内となっている。その理由としては、愛着やなじみがあるからが最も多く約 49％である 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進学、就職後も地元に

住み続けたい

32.2%

地元以外に進学するが、就職すると

きには地元にもどってきたい

5.8%

地元以外に進学・就職するが、結婚や子

どもを育てる時は地元にもどってきたい

13.8%

地元以外に進学・就職するが、転職

などで地元にもどってきたい

5.5%

地元以外に進学・就職するが、老後は

地元にもどってきたい

12.3%

進学、就職後は地元以外に住みたい

26.4%

その他

3.1%

無回答

0.9% 有効回答数＝326

将来住みたい地域について（単回答） 

川内駅の徒歩圏内

42.8%

川内駅以外の駅の徒歩圏内

9.5%

川内（駅徒歩圏

内以外）

30.9%

樋脇 5.8%

入来 2.1%

東郷 1.8%

祁答院 2.1% 甑島 3.4% 無回答

1.5%
有効回答数＝327

48.9%

8.3%

28.4%

4.9%

3.4%

4.9%

6.1%

27.5%

3.1%

11.6%

4.3%

27.5%

5.5%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

なじみや愛着があるから

働く場所があるから

日常利用するお店などが充実しているから

病院、福祉施設などが充実しているから

幼稚園、保育所、学校などが充実しているから
市役所・支所や図書館、文化ホールなどの公共施設が充実しているから

道路や公園などがきれいに整備されているから

バス、鉄道などの交通の便がよいから

防犯、防災上安全だから

みどり豊かで自然環境が良いから
近所づきあいが良好だから

家族や知り合いがいるから

その他

無回答

将来薩摩川内市に住む場合、住みたい地域（単回答） 

上記質問の地域に住みたい理由（複数回答） 
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（３）コンパクトなまちづくりに向けて 

①人口減少・少子高齢化による課題 
●人口減少・高齢化が進むことにより、特に買い物の利便性低下が懸念されている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②コンパクトなまちづくりが進んだ場合の居住地及び若年世代の定住施策 
●徒歩圏内にほとんどの施設がそろう、または公共交通で補完される地域への居住意向が高い 

●若年世代が希望する定住施策は、住宅供給が最も高く約 27％である 

 

 

 

買い物をする場所がなくなる（スー

パーやコンビニが閉店する）

25.8%

かかりつけの病院がなくなる

7.8%

公共交通が不便になる（鉄道、バス等

の運行本数や路線数が少なくなる）

9.6%小・中学校や図書館等の公共施設

が少なくなり、近くの施設がなくなる

12.1%

道路や公園などを管理するお金を

確保するため、税金が高くなる

17.7%

空き家や空き地が増え、防犯上の問題

が起きたり、まちの雰囲気が悪くなる

8.7%

地元の交流が少なくなり、地域活

動やお祭りなどがなくなる

6.5%

農業をする人が少なくなり、放置さ

れた田んぼや畑が増える

4.3%

その他

0.6%
特になし

4.7%
無回答

2.2%

有効回答数＝322

人口減少や少子高齢化が進行することにより特に困ること（単回答） 

ほとんどの施設が徒

歩圏内にそろう地域

に住みたい

34.4%

日常生活に必要な施設は徒

歩圏内にあり、たまに行く施設

へは公共交通を使用して行け

る地域に住みたい

40.5%

日常生活に必要な

施設が徒歩圏内に

なくても、公共交通

を使用して必要な施

設へ行ける地域に

住みたい

9.2%

日常生活に必要な

施設や公共交通

がなくても、自然豊

かな地域に住みた

い

5.2%

わからない

7.1% その他

1.2%
無回答

2.5%

有効回答数＝326

コンパクトなまちがつくられた場

合、住みたい地域（単回答） 

雇用機会の

増加

16.5%

若い世代向け

の住宅供給

26.7%

教育施設や

子育て支援

施設の充実

13.7%

観光機能の

充実

8.4%

農業等、後継

者の育成

2.8%

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設

の充実

10.9%

道路や公共

交通機関の

充実

6.5%

その他

3.4%

特になし

9.3%

無回答

1.9%

有効回答数＝322

若い世代の方々がまちに定住していく

ために、特に必要なこと（単回答） 
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３．関係団体ヒアリング 
各事業者の観点からの意見を把握するため、本計画における誘導施設の候補となる商業、医療、福祉施

設の関係者及び居住者の動向を把握する不動産関係者に、各施設の立地状況やニーズ、コンパクトシティ形

成についてヒアリングを行いました。主な意見は以下のとおりです。 

 

施設のニーズや

課題 

▪ 新規施設の見込みは少なく、既存施設の存続は後継者や働き手不足から危うい状況とな

っている 

▪ 医療・福祉・子育て支援施設等は自宅や職場近くに必要な機能がまとまって立地し施設

の複合化や連携することが求められる 

▪ 在宅の介護支援、宅配、移動販売などのサービスのニーズはあると思うが効率・採算確保

の面から限界がある 

▪ 少子化の中でも子育て支援施設や小児科等のニーズはあるが、働き手や施設が不足して

いる 

▪ 住宅については、土地代の安い用途地域外、都市計画区域外のニーズも高い 

各施設と公共交

通の利用 

▪ 各施設とも自家用車での利用が前提となっている 

▪ 医療・福祉施設と公共交通の連携は高齢者の利用のしやすさ（自宅・施設からバス停まで

の距離）に留意が必要である 

▪ 公共交通は地域住民のニーズへの対応と採算の取れる運行方法の検討が必要である 

立地適正化 

計画について 

▪ 施設・居住の誘導にあたっては、市民や事業者（特に後継者等若い世代）に誘導区域の

明示、計画の周知徹底を行うことが重要である 

▪ 移転先の税制優遇・建替え費用等の補助が有効ではないか 

▪ 多様な施設がまとまって集積することにより施設間の相乗効果が期待される 

▪ 一極集中ではなく、地域の拠点の維持とネットワークの形成が必要となる 

▪ 子育て世代や若者にとって魅力高いまちであることが重要である 
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4 基本方針検討にあたる課題等の整理 

１．現状や市民意向の整理 
まちづくりの課題を抽出するにあたって、前項までの都市構造分析等による現状・問題点や市民意向につい

て、下記の項目毎に整理しました 

項

目 
現状・問題点 

住民意向等 

（アンケート・ヒアリング結果） 

人
口
動
態 

・総人口は 96,076 人（2015 年）で、全体の約 7 割が川

内地域に居住している 

・合併以降、総人口は減少している。2045 年までの 30

年間で約 2.6 万人の減少が予測されており、特に川内地

域以外の地域の減少傾向が強い 

・高齢化率は、2015 年で約 30％を占め、2045 年では約

39％に達する 

・川内地域以外の地域は 2015 年に全て高齢化率 35％

以上である。今後は川内地域でも高齢化が進展し 2045

年には約 36％に達する 

・15～24 歳の若年層の転出超過傾向が顕著にみられる 

・ＤＩＤ区域面積は、昭和 35 年と比べ約 2 倍に拡大してい

るが区域内人口密度は低下している 

・約 68％の市民が現在の居住地に住み続け

る意向である（市民アンケート） 

・移転意向のある市民の内、約半数が市内で

の移転を希望している（市民アンケート） 

・進学や就職後も地元に住み続けたい人は

約 32％であり将来的に地元に戻りたい人ま

で合わせると約 70％である（高校生アンケ

ート） 

 

財
政 

・歳出総額はおよそ 10 年の間に約 40 億円増加している 

・社会保障に関連する扶助費の増加が顕著であり、今後も

増加することが見込まれる 

・公共施設の更新費用は今後 40 年間で約 5，626 億

円、1 年間で約 141 億円必要であり、年間当たり約 40

億円の不足が見込まれる 

・若い世代や高校生は税負担の増加を懸念

している（市民アンケート・高校生アンケート） 

経
済
活
動 

・工業系の事業所数や出荷額は横ばい、小売業の事業所

数や販売額は減少している 

・観光客数は増加傾向である 

・医療・福祉関係の従業者数が増加傾向、本市の従業者

数の割合を多く占める卸売業・小売業・製造業では従業

者数が減少傾向である 

・若い世代の定住に向け雇用機会の増加が

求められている（高校生アンケート） 

・既存施設の存続には後継者不足や働き手

不足が課題となっている（ヒアリング） 
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土
地
利
用
␡
開
発
動
向 

・自然的土地利用が約９割を占める 

・都市計画区域内の用途地域を中心に、建物用地など都

市的土地利用が拡大している 

・用途地域外での新築が用途地域内と同程度行われてお

り、特に用途地域南側の隈之城地区や永利地区で多くな

っている 

・用途地域内では市街地開発事業が進行している 

・用途地域内にまとまった自然的土地利用や空き地が点

在している 

・鹿児島県平均や周辺市に比べ空き家率が高い 

・高齢者は空き家空き地や耕作放棄地の増

加などに対する懸念が多い（市民アンケー

ト） 

・移転の意向がある市民の移転先や、高校生

が将来住みたい場所として最も多いのは川

内地域となっている（市民アンケート・高校生

アンケート） 

・徒歩圏内にほとんどの施設がそろう、または

公共交通で補完される地域への居住意向

が高い（市民アンケート・高校生アンケート） 

・土地代の安い用途地域外、都市計画区域

外に新築が進んでいる（ヒアリング） 

交
通 

・従業・通学者の交通利用手段は自家用車が約 7 割であ

る 

・約 16％の市民が公共交通空白地域に居住している 

・身近な施設の移動手段は、自動車・バイク

が６割以上となっている（市民アンケート） 

生
活
利
便
性 

・都市機能の徒歩圏人口カバー率は、医療施設が約

60％、高齢者福祉施設が約 38％、商業施設が約 65％

となっている 

・今後は、施設徒歩圏人口が減少し、徒歩圏人口カバー

率も減少する見込みである 

・買い物の利便性低下が懸念されている（市

民アンケート・高校生アンケート） 

・拠点・自宅徒歩圏内ともに食料品生活用品

の店舗、郵便局や銀行、交通手段が必要と

されている（市民アンケート） 
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２．都市の骨格構造（拠点設定の考え方） 
都市の骨格構造の検討にあたっては、基本方針に基づき人口集積や各種都市機能の集積状況を把握

し拠点の設定を行いました。 

 

基本方針 基本方針に基づく拠点設定の検討 

①暮らしの質を確保する拠点の形成 

 ～集まって暮らそう～ 

（１）人口が集積した地域における拠点設定 

⇒一定の人口密度（10 人/ha)を持ち、合計で 500 人以

上になる地域を抽出 

②既存ストック活用の最大化 

 ～今あるものを活かそう～ 

（２）医療・商業・福祉等都市機能が集積した地域におけ

る拠点設定 

⇒医療・商業・福祉全ての施設が徒歩圏内に揃っている

地域を抽出 

旧町の中心部等都市基盤が整備されてきた地域 におけ

る拠点設定 

⇒都市計画区域内の各支所管内に各１拠点を設定する 

③人と環境に配慮した仕組みの構築 

 ～やさしいライフスタイルを選ぼう～ 

（３）公共交通軸を考慮した拠点設定 

⇒公共交通の利便性が高い地域の抽出 
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■基本方針に基づく都市の骨格構造の考え方 

 

 

 

  

基本方針 
基本方策に基づく 

拠点設定の検討 
都市構造分析 

①暮らしの質を

確保する拠点

の形成 

～集まって暮ら

そう～ 

・人口が集積した地域に

おける拠点設定 

 

②既存ストック

活用の最大化 

～今あるものを

活かそう～ 

・医療・商業・福祉等都

市機能が集積した地域

における拠点設定 

・旧町の中心部等の都

市基盤が整備されてき

た地域における拠点設

定 

 

③人と環境に配

慮した仕組みの

構築 

～やさしいライフ

スタイルを選ぼ

う～ 

・公共交通軸を考慮した

拠点設定 

 

 

JR 鹿児島本線や旧国道 3
号沿いのバス路線、入来地
域の一部は公共交通の利便
性が高い※地域となってい
ます。 

東郷支所や市比野温泉周
辺でも比較的運行本数が多
い状況です。 

※公共交通の利便性：ここでは、運行本数が往復
30 便/日以上ある駅やバス停の徒歩圏を公共交通利
便地域、それ以外の地域を不便地域としています。 

用途地域内やその周辺、
支所や温泉街などにおいて
医療・福祉・商業施設の集
積がみられます。 

用途地域内やその周辺、支
所や温泉街において人口集積
がみられます。 
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３．課題解決に向けた戦略の検討 
課題解決に向けた施策・誘導方針の検討にあたっては、誰を対象に何を解決すべきかといったターゲットを

明確にすることが重要です。そのため、本市が対象と捉えるべき世代の分析や、他都市との都市構造の比較を

行っています。 

（１）本市の人口構造と各世代の特徴 
少子高齢化により、高齢者の増加や子育て世代・若者世代の減少傾向が顕著であり、各世代の特徴に

着目しながら全ての市民が住みやすいまちづくりを行うことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

高齢者世代の増加 

 川内地域以外の地域は 2015 年時点で高齢化率
35％以上である 

 高齢になるほど、現在の場所で住み続けたい意
向が強い 

 生活サービス施設の利用は車移動が多いが、高
齢化の中では医療・福祉施設と公共交通の連携
が重要となる 

子育て世代の減少 

 保育所等の充足状況は類似都市より低く、川内
地域等利用者の多い地域では受入数に空きがな
い状況もある 

 結婚や子育てのタイミングで地元に戻りたいと
いう希望が多い 

 子育て支援施設や小児科の働き手が不足してい
る 

若い世代の減少 

 進学や就職に伴う転出超過傾向が顕著である 
 将来的に地元に住み続けたいニーズは多い 
 若い世代ほど利便性が高い地域への居住意向が
強い 

 若者向けの住宅の確保や雇用機会の創出が求め
られる 

図 人口構造 

資料：国勢調査（2015） 

国立社会保障・人口問題研究所（2040） 

各世代の意向等はアンケート調査より 

各世代の特徴 
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（２）都市構造偏差値レーダーチャート 

都市構造に係る指標はほとんどが全国平均より低い値となっており、特に最寄り緊急避難所までの平均

距離や空き家率といった都市の安全・安心に係る指標は偏差値 40 以下と低い状況です。ただし、近隣市と

比較すると、各指標で高い値を示す鹿児島市以外はほぼ同様の傾向となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標項目 
全国 薩摩川内市 

指標値 指標値 偏差値※ 

⑧生活利便性の

指標 

日常生活サービスの徒歩圏充足率[％] 16.4 13.0 48.2  

医療施設の徒歩圏人口カバー率（800m）[％] 62.3 65.0 51.2  

福祉施設の徒歩圏人口カバー率（800m）[％] 41.0 42.5 50.5  

商業施設の徒歩圏人口カバー率（800m）[％] 40.5 32.7 47.0  

基幹的公共交通路線の徒歩圏人口カバー率（駅 800m、バス

停 300m）[％] 
35.4 30.9 48.2  

医療施設の利用圏平均人口密度（800m）[人/ha] 15.1 6.8  45.6  

福祉施設の利用圏平均人口密度（800m）[人/ha] 14.8 8.1  46.8  

商業施設の利用圏平均人口密度（800m）[人/ha] 18.7 13.9 47.8  

市民一人当たりの自動車総走行台キロ[台キロ/人] 17.9 16.6 50.9  

公共交通沿線地域の人口密度（駅 800m、バス停 300m）[人

/ha] 
14.9 4.8  45.1  

⑨健康・福祉の

指標 

高齢者徒歩圏における医療機関がある住宅の割合（500m 圏

内）[％] 
41.7 25.7 42.3  

高齢者福祉施設の 1,000m 圏内高齢人口カバー率[％] 46.1 46.5 50.1  

保育所の徒歩圏 0～4 歳人口カバー率（800m）[％] 43.6 39.4 48.4  

⑩安全・安心の

指標 

最寄り緊急避難場所までの平均距離[ｍ] 682.7  1296.0 32.6  

空家率[％] 7.3  13.1 35.9  

⑪地域経済の指

標 

従業者一人当たり第三次産業売上高[百万円/人] 11.7 21.8 64.5  

従業人口密度（市街化区域等）[人/ha] 9.6  13.3 53.6  

⑫行政運営指標 
人口当たりの公共施設等の維持・管理・更新費[千円] 695.1  572.1  52.0  

市民一人当たりの税収額[千円] 105.5  100.8  49.3  

⑬エネルギー／

低炭素の指標 
市民一人当たりの自動車 CO2 排出量[t-CO2/年] 1.5  1.4  50.9  

※全国平均を偏差値 50 として算定 

  
図 都市構造偏差値レーダーチャート 

資料：国交省都市モニタリングシート 
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５ 誘導区域の考え方・設定手順 

１．誘導区域設定の方向性 

（１）誘導の考え方 

①都市機能誘導の考え方 
都市機能の「誘導」とは拠点内での機能の積極的な「維持・充実」と捉え、拠点（誘導区域）

外に現在ある施設の存続を否定するものではありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②居住誘導の考え方 
居住の「誘導」は誘導施策や届出制度によって人口密度を確保すべき区域（居住誘導区域）で

の居住を促していくもので、誘導区域外の住民に対して移住を強制したり、誘導区域外での建築

を制限するものではありません。 

 

 

  

「居住の誘導」の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「都市機能の誘導」の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「誘導」の考え 

◎：支援策等を検討 

〇：許容するもの 

×：好ましくないもの 

地域利便性維持区域 
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（２）副拠点の位置付けについて 

本計画で副拠点に位置付けた隈之城地区や永利地区では、都市拠点と副拠点の状況整理等に留

意し、誘導区域設定を行わないこととしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①人口動向・将来予測 

  

都市拠点と副拠点の状況整理 

①人口動向・

将来予測 

副拠点に比べ都市拠点（特に中心市街地とその周辺の国道 3 号沿道など）

の人口減少が顕著 

②新築動向 用途地域外である副拠点やその周辺に新築が多く発生 

③空き家 副拠点に比べ都市拠点の空き家の発生状況が顕著 

                     

このままの傾向が続くと都市拠点の低密度化・スポンジ化がさらに進行し、都市拠点の

人口密度や都市機能の維持が難しくなると考えられます。 

そのため、都市拠点での誘導を優先することとし、副拠点では誘導区域を設定しませ

ん。 

副拠点については、都市拠点へのネットワークの維持・充実により、今後も利便性の維

持や機能の相互補完を図ることとします。 

人口増

永利 

隈

人口増

中心市街地等で人口減

過去の人口動向 

将来の人口予測 

人口減少が顕

著な地区が多

い 

人口増

人口微減 

永利 

隈

図 都市拠点・副拠点の人口動向 

資料：国勢調査（過去：2005～2015）

推計値（将来：2015～2040）



資料編 
 

資料編―69 
 

②新築動向（再掲） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③空き家の発生状況 

 

 

 

 

 

  

用途地域外での新築が用途地域内と同程度

行われており、用途地域南側の隈之城地区

や永利地区周辺で多くなっている 

41.6%

42.3%

44.8%

49.0%

42.0%

45.7%

46.8%

47.3%

43.9%

45.2%

44.9%

46.0%

11.6%

10.4%

11.3%

5.8%

13.1%

8.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2011年
(平成23年)

2012年

2013年

2014年

2015年

2016年

用途地域内 用途地域外 都市計画区域外

隈之城 

永利 

都市拠点内に空き家が多く分

布。５戸以上の空き家があるメ

ッシュもみられる 

空き家が発生してい

るが、都市拠点に比べ

その密度は高くない 

隈之城 

永利 

空き家の発生は少

ない 

図 新築建築物の分布状況 

資料：都市計画基礎調査（2017 年度）、庁内資料

図 空き家の発生状況 

資料：庁内資料 
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（３）誘導区域から除外する区域について 

都市機能誘導区域や居住誘導区域は、居住や都市機能の誘導に適さない災害危険性のある区域

や工業系の土地利用が主な区域などの除外を検討することとなっています。ここでは、都市計画運

用指針に基づき、誘導区域から除外する区域について本市での位置付けを整理します。 

都市計画運用指
針の位置付け 

区域 関連法 
該当地の有無 

誘導区域設定 
本市の位置付け 

出典 用途地
域内 

都計区
域内 

①居住誘導区域
に含まないこと
とすべき区域 
⇒含めない区域 

市街化調整区
域 

都市計画法 無 無 - - 
災害危険区域
（住居の建築
物の建築禁止
区域） 

建築基準法 無 有 除外 庁内資料 

農用地区域 農振法 無 有 除外 
都市計画基礎
調査 

自然公園特別
地域 

自然公園法 無 無 - 国土数値情報 

保安林 森林法 無 有 除外 国土数値情報 

原生自然環境
保全地域、特別
地区 

自然環境保
全法 

無 無 - 国土数値情報 

保安林予定森
林区域、保安施
設地区等 

森林法 無 無 - - 

②原則として、
居住誘導区域に
含まないことと
すべき区域 
⇒原則含めない
区域 

土砂災害特別
警戒区域 
（急傾斜地の
崩壊、土石流） 

土砂災害防
止法 

有 有 除外 庁内資料 

津波災害特別
警戒区域 

津波防災地
域づくり法 

無 無 - 国土数値情報 

災害危険区域
（住居の建築
禁止区域以外） 

建築基準法 無 無 - 薩 摩 川 内 市
HP 

地すべり防止
区域 

地すべり等
防止法 

無 無 - 鹿児島県砂防
三法マップ 

急傾斜地崩壊
危険区域  

急傾斜地法 有 有 除外 
鹿児島県砂防
三法マップ 

③居住を誘導す
ることが適切で
はないと判断さ
れる場合は、原
則として、居住
誘導区域に含ま
ないこととすべ
き区域 
⇒適切でない場
合、原則含めな
い区域 

土砂災害警戒
区域 
（急傾斜地の
崩壊、土石流） 

土砂災害防
止法 

有 有 

除外 
※温泉場地区土地
区画整理事業区域
内は除外しない 

庁内資料 

津波災害警戒
区域 

津波防災地
域づくり法 

無 無 - - 

浸水想定区域 水防法 有 有 除外しない 庁内資料 

都市洪水想定
区域、都市浸水
想定区域等 

特定都市河
川浸水被害
対策法 

無 無 - - 

土砂災害防
止法など 

無 無 - - 
④居住誘導区域
に含めることに
ついて慎重に判
断を行うことが
望ましい区域 
⇒慎重に判断す
る区域 

都市計画で住宅の立地を制限
している区域（工業専用地域、
流通業務地区、特別用途地区、
地区計画等） 

有 無 
除外 
※本市では工業地
域も除外する 

用途地域 

過去に住宅地化を進めたもの
の居住の集積が実現しなかっ
た区域 

無 無 - - 

工業系用途地域で工場等の移
転等により空地等が進展して
いる区域 

無 無 - - 
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図 災害関係の除外地区（①～③） 

図 工業地域及び工業専用地域を除外（④） 

※浸水想定区域については、歴史的な市街地の成り立ち等を踏まえて誘導区域から除外していま
せん。災害の恐れがある時は避難が必要です。 

資料：資料編 p68 表に記載のとおり

資料：資料編 p68 表に記載のとおり
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２．都市機能誘導区域の設定手順 
都市機能誘導区域の設定手順に係る具体的な検討内容は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

参考：誘導区域の候補地 

（１）かつ（２）の区域 

（２）公共交通の利便性の高い区域 

一日あたり 30 本以上運行されている鉄道駅又

はバス停の徒歩圏域を設定 

（１）都市機能が集積する地域 

医療・福祉（通所系）・商業機能が徒歩圏内

（800ｍ）にすべて充足する区域を設定 

この 

区域のうち 

（３）誘導に適さない区域の除外 

災害危険性の高い区域や工業系の用途地域

を誘導区域から除外 

この区域のうち 
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３．居住誘導区域の設定手順 
居住誘導区域の設定手順に係る具体的な検討内容は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

参考：誘導区域の候補地 

（１）または（２）の区域 

（２）土地区画整理事業区域と下水道の整備・計

画区域 

既存ストック活用の視点や将来的な人口確保

の想定を踏まえ、土地区画整理事業区域内と下

水道の整備・計画区域内を設定 

（１）都市機能誘導区域及びその徒歩圏 

都市機能誘導区域及びその区域界から

500ｍの区域に、居住誘導区域を設定 

（３）誘導に適さない区域の除外 

災害危険性の高い区域や工業系の用途地域

を誘導区域から除外 

この区域のうち 

この区域に 

合わせて 
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４．地域利便性維持区域の設定手順 
地域利便性維持区域の設定手順に係る具体的な検討内容は次のとおりです。 

 

 

  

（１）都市機能誘導区域及びその徒歩圏 

都市機能誘導区域及びその区域界から

500ｍの区域に、居住誘導区域を設定 

（２）公共交通の利便性の高い区域かの確認 

地域内の住民が公共交通によるアクセス利便

性を勘案し、（１）の区域に近接した一日あたり 20

本以上運行されているバス停の徒歩圏域を確認 

 

 

（1）拠点の核となる施設の徒歩圏 

各地区の拠点施設から徒歩圏 500ｍを基本と

し、人口密度や都市機能の集積状況を確認 

 

市比野地区コミ
センから 500ｍ 

副田地区コミセ
ンから 500ｍ 

東 郷 支 所 か ら
500ｍ 
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５．誘導区域等の全体図 
都市機能誘導区域及び居住誘導区域、地域利便性維持区域の全体図は次のとおりです。 
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６．誘導区域の拡大図 
都市機能誘導区域及び居住誘導区域の拡大図は次のとおりです。 

  

図 誘導区域拡大図 1 

凡例

都市機能誘導区域

居住誘導区域

用途地域界
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図 誘導区域拡大図 2 

凡例

都市機能誘導区域

居住誘導区域

用途地域界
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図 誘導区域拡大図 3 

凡例

都市機能誘導区域

居住誘導区域

用途地域界
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図 誘導区域拡大図 4 

凡例

都市機能誘導区域

居住誘導区域

用途地域界
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図 誘導区域拡大図 5（副田地区） 

居住誘導区域

用途地域界


